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株主各位

（証券コード　8203）
2023年５月８日

株 主 各 位

福岡市東区松田一丁目５番７号
株式会社ミスターマックス・ホールディングス

　代表取締役社長 平野能章

　当社ウェブサイト

　https://www.mrmax.co.jp/corporation/ir/stockholder_meeting/

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ミスター
マックス・ホールディングス」又は「コード」に当社証券コード「8203」を入力・
検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある
「 株 主 総 会 招 集 通 知 / 株 主 総 会 資 料 」 欄 よ り ご 確 認 く だ さ い 。 ）

第74回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り有難く厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げま
す。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事
項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下のウェブサイトに掲載
しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますよう
お願い申し上げます。
　また、本株主総会につきましては、法令及び定款の定めに基づき書面交付請求をされた
株主様に送付する交付書面を、全ての株主様に対して送付することといたしました。あわ
せてご参照くださいますようお願い申し上げます。

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、2023年５月
24日（水曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

【インターネット等による議決権行使の場合】
　後述記載の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご確認くださいまして、
画面の案内にしたがって、上記の行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。
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株主各位

１．日 時 2023年５月25日（木曜日）午前10時

２．場 所 福岡県福岡市中央区渡辺通二丁目１番82号
電気ビル共創館４階　みらいホール
(会場が前年と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の会場ご案内図をご参

照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 1.第74期（2022年３月１日から2023年２月28日まで）事業報告、連結計算書類

並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
2.第74期（2022年３月１日から2023年２月28日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
４
．
⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、各議案に対

する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたしま
す。

⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権
行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日
時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいた
します。

     

【書面による議決権行使の場合】
　本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のう
え、前頁の行使期限までに到着するようご返送ください。

敬　具

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付

にご提出くださいますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前頁のインターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウ

ェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎ご自宅等で本総会の様子をご覧いただけるよう、株主総会のライブ配信を実施いたします。詳細は

本招集ご通知とあわせてお送りする「第74回定時株主総会ライブ配信のご案内」をご参照くださ

い。

◎ご来場の株主様におかれましては、株主総会開催日時点の新型コロナウイルスの感染拡大状況やご

自身の体調をご考慮のうえ、ご自身のご判断でマスク着用等の感染対策を講じていただきますよう

お願いいたします。

◎お土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了承ください。

◎今後の状況に応じて株主総会の運営に変更が生ずる場合は、前頁の当社ウェブサイトにてお知らせ

いたします。
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事業の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容

第74期 (2022年３月１日から
2023年２月28日まで)

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制

限が緩和され、経済活動の持ち直しも見られました。一方では、エネルギー資源の高

騰や物価上昇などの影響から消費マインドが冷え込み、景気の先行きは不透明な状況

が続きました。

このような環境において、当社グループでは普段の暮らしを支える社会インフラと

しての役割を果たすべく、総合ディスカウントストアの強みである生活必需品を中心

とした幅広い品揃えと、お客様に「安さ」を実感していただける低価格の強化、そし

て、低価格を実現するローコスト運営に注力してまいりました。

当期は、いつ来ても安い「エブリデイ・ロープライス（EDLP）」というディスカウ

ントストアのあるべき姿の徹底に取り組みました。プライベートブランド商品（PB商

品）の開発を推し進めるとともに、2022年８月までPB商品1000品目の価格据え置きを

実施いたしました。また、2022年９月から実施したナショナルブランド商品2000品目

の値下げ企画は、対象商品の売上高が前年比30％増となるなど好調でした。

設備投資では、既存店13店舗の改装を実施し、競争力のある店舗づくりに注力いた

しました。改装によって、お客様の利便性を向上させ売上高を増加させるとともに、

店内作業をさらに効率化し、売上高営業利益率の改善を図っております。

当連結会計年度における既存店売上高の前年同期比は、101.6％となりました。節

約意識の高まりを背景に、PB商品の売上高は前年同期比２割増加するなど、ミスター

マックスの「価値ある安さ」をご評価いただきました。また、電力料金の高騰に伴

い、省エネタイプの家電への買い替えが進み、冷蔵庫や洗濯機なども好調でした。そ

の他にも、外出機会の増加に伴い、レジャー用品や小型のペットボトル飲料などが売

上を伸ばしました。

この結果、全店売上高は、前年同期比101.8％となり、当連結会計年度の営業収益

（売上高＋不動産賃貸収入＋その他の営業収入）は1,269億４百万円（前期比

101.7％）となりました。

荒利益率は、商品在庫高をコントロールできたこと、さらにPB商品が好調だったこ

とから前期に比べ0.3％改善し、22.7％となりました。

一方、コスト面においては、電力料やキャッシュレス決済手数料などが増加したこ
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事業の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容

（百万円未満切捨）

部　　門 第74期 前期比（％）

家 電 17,803 99.0

ア パ レ ル 6,656 103.3

ラ イ フ ス タ イ ル 17,172 104.1

ホ ー ム リ ビ ン グ 11,581 99.7

Ｈ Ｂ Ｃ 25,052 102.6

食 品 43,840 102.0

そ の 他 4 8.2

相 殺 消 去 △5 48.7

売 上 高 計 122,107 101.8

不 動 産 賃 貸 収 入 3,820 99.7

そ の 他 の 営 業 収 入 976 95.4

営 業 収 益 126,904 101.7

事業所名 投資金額 設備の内容

　ミスターマックスSelect野芥店 194百万円 店舗改装

　ミスターマックス長崎店 178百万円 店舗改装

　ミスターマックスおゆみ野店 151百万円 店舗改装

　ミスターマックス橋本店 126百万円 店舗改装

　ミスターマックス佐賀店 123百万円 店舗改装

とから、販売費及び一般管理費は、278億53百万円（前期比102.5％）となりました。

これらの結果、営業利益は46億32百万円（前期比103.2％）、経常利益は45億23百

万円（前期比104.1％）、親会社株主に帰属する当期純利益は、34億27百万円（前期

比120.1％）となりました。コロナ後の市場変化やエネルギー資源の高騰などによる

コスト増加の局面にあっても、荒利益率の改善により営業利益が前年を上回り、増収

増益となりました。

　　当連結会計年度の営業収益の内訳は次のとおりであります。

(注)１. 部門ごとの主な事業内容については「(7)主要な事業内容」に記載しておりま
す。

２. グループ会社間の取引については、相殺消去して表示しております。

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は24億23百万円で、その主なも

のは次のとおりであります。
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事業の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容

(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度において、銀行借入により45億円を調達する一方、61億31百万円を

返済いたしました。また、2021年10月29日に発行した第１回無担保社債について２億

86百万円を償還いたしました。なお、当社は運転資金の確保及び財務基盤の安定性向

上のために、機動的な資金調達手段を確保することを目的として主要取引金融機関４

行と総額60億円のコミットメントライン契約を締結しております。

　これらの結果、当連結会計年度において有利子負債残高は19億17百万円減少いたし

ました。

(4) 対処すべき課題

　当社を取り巻く環境は、人口動態の変化、さらには小売業態の垣根を越えた企業間

競争が厳しさを増しており、お客様の嗜好の変化に対応するとともに生産性の向上や

コスト削減が重要となっています。

　このような環境下で、当社グループは、経営理念である「お客様の普段の暮らしを

より豊かに、より便利に、より楽しく」を実現するべく、毎日低価格で提供し続ける

とともに売上高営業利益率を重要な経営指標と捉え、ローコスト運営に注力していま

す。価値ある安さの提供と当社グループの収益力の向上と合わせ、日々の暮らしを支

える社会インフラとして総合ディスカウントストアの役割を果たすことが重要と考え

ております。

　特に以下の項目を対処すべき課題として取り組んでまいります。

①エブリデイ・ロープライス（EDLP）およびエブリデイ・ローコスト（EDLC）の徹底

　品質と価格のバランスがとれた「価値ある安さ」を実現する商品の調達と開発に

加え、単品集中販売による圧倒的な低価格を実現し、「売れて儲かる商品」でEDLP

を展開してまいります。また、本部業務の削減とともに、店舗においては、納品計

画や商品の陳列方法の見直しにより、さらなる生産性の向上に努め、EDLPを支える

EDLCを徹底してまいります。

②お客様に支持される店舗の開発

　出店においては、店舗立地の特性に応じて、小型から大型までの多様な面積と最

適な品揃えに対処できる店づくりを行ってまいります。改装においては、品揃えの

見直しと販売什器の更新などを行い、買い物のしやすさを追求することに加え、従

業員の店内作業の改善に注力してまいります。
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事業の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容

③市場の変化へ対応

　市場の変化へ対応するため、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推し

進めてまいります。その一環として、オンラインストアを既存店やアプリと組み合

わせ、お客様の利便性向上を図っております。また、本部及び店舗においては、Ｄ

Ｘによる業務の効率化に取り組んでまいります。

④持続可能な社会づくりへの貢献

　７つのマテリアリティ（重要課題）を特定し、環境や社会課題に配慮した商品調

達、CO₂排出量の削減、労働環境の整備、法令遵守を徹底する従業員教育などの取

り組みを実施しております。持続可能な社会づくりに貢献する取り組みをさらに推

進してまいります。

区　　分
第71期

(2020年２月期)
第72期

(2021年２月期)
第73期

(2022年２月期)

第74期
(当連結会計年度)
(2023年２月期)

営 業 収 益 （百万円） 122,319 131,789 124,831 126,904

経 常 利 益 （百万円） 2,238 5,748 4,346 4,523

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

（百万円） 1,321 3,542 2,853 3,427

１株当たり当期純利益 （円） 39.82 106.73 85.97 103.19

総 資 産 （百万円） 83,604 82,306 82,216 81,932

純 資 産 （百万円） 24,694 27,863 29,706 32,452

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 743.91 838.36 894.76 976.82

(5) 財産及び損益の状況の推移

(注)１. １株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数により算出しておりま

す。

２. １株当たり純資産額は、自己株式数を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期

首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数

値となっております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況
　　該当事項はありません。

－ 6 －



2023/04/21 13:22:10 / 22944801_株式会社ミスターマックス・ホールディングス_招集通知_電子提供措置用

事業の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容

会社名 本店所在地 資本金 当社の議決権比率 主な事業内容

株式会社
ミスターマックス

福岡県福岡市 10百万円 100％
ディスカウントストア
事業

株式会社
ロジディア

福岡県福岡市 10百万円 100％ 物流事業

上海最高先生商貿
有限公司

中華人民共和国 ８百万人民元 100％ 中国国内EC事業

②　重要な子会社の状況

(注)　2022年11月18日に、株式会社ロジディアを設立いたしました。

①　家電 テレビ等の映像機器、オーディオ、通信機器、冷蔵庫等の
台所用家電品、洗濯機等の家事用家電品、照明用品、エア
コン等の季節家電品、時計等の販売

②　アパレル 実用衣料品、子供・ベビー衣料品、紳士衣料品、婦人衣料
品、シューズ、服飾雑貨品等の販売

③　ライフスタイル ペット用品、自転車、スポーツ用品、カー用品、玩具、文
具、園芸・ＤＩＹ用品等の販売

④　ホームリビング 台所用品、日用雑貨品、インテリア・収納用品等の販売

⑤　ＨＢＣ(Health
and Beauty Care)

洗剤・化粧品、紙綿、医薬品等の販売

⑥　食品 菓子、飲料、加工食品、米、酒、日配食品等の販売

⑦　ショッピングセンター運営による店舗賃貸

(7) 主要な事業内容（2023年２月28日現在）
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主要な事業所

本社 福岡市東区松田
西日本本部 同　　上
東京本部 東京都港区芝大門
福岡物流センター 福岡県糟屋郡久山町
埼玉物流センター 埼玉県北葛飾郡杉戸町
広島物流センター 広島県東広島市

県 名 店 舗 数 店　舗　名(所在地)

福 岡 県 24 ・長住店(福岡市南区) ・Select野芥店(福岡市早良区) ・大野城店(大野城市)

※宗像店(宗像市) ※田川バイパス店(田川市) ・粕屋店(糟屋郡)

・飯塚花瀬店(飯塚市) ・久留米インター店(久留米市) ※本城店(北九州市八幡西区)

・土井店(福岡市東区) ※八幡西店(北九州市八幡西区) ※大牟田店（大牟田市）

※橋本店（福岡市西区） ・筑紫野店（筑紫野市） ・Select篠栗店（糟屋郡）

※春日店（春日市） ・吉塚店（福岡市東区） ・姪浜店(福岡市西区)

・小倉北店(北九州市小倉北区) ・Select美野島店（福岡市博多区） ・八幡東店（北九州市八幡東区）

・Select宇美店（糟屋郡) ・Select福津店（福津市) ・糸島店（糸島市）

大 分 県 3 ※宇佐店（宇佐市） ・西大分店(大分市) ・Select南大分店(大分市)

熊 本 県 5 ※松橋店(宇城市) ※山鹿店(山鹿市) ・熊本南店(熊本市)

※熊本インター店(熊本市) ・熊本北店（熊本市）

佐 賀 県 4 ※北茂安店(三養基郡) ・佐賀店(佐賀市) ・伊万里店(伊万里市)

・唐津店(唐津市)

宮 崎 県 1 ※日向店(日向市)

長 崎 県 2 ※長崎店(長崎市) ※時津店(西彼杵郡)

山 口 県 4 ・末武店(下松市) ※宇部店（宇部市） ※柳井店(柳井市)

※山口店(山口市)

広 島 県 2 ・八本松店(東広島市) ・新神辺店(福山市)

岡 山 県 1 ・岡山西店(岡山市)

群 馬 県 2 ※倉賀野店(高崎市) ※伊勢崎店(伊勢崎市)

埼 玉 県 2 ・南桜井店(春日部市) ・所沢店（所沢市）

茨 城 県 2 ※取手店(取手市) ・守谷店（守谷市）

千 葉 県 3 ※新習志野店(習志野市) ※おゆみ野店(千葉市) ・千葉美浜店(千葉市)

東 京 都 1 ※町田多摩境店(町田市)

神 奈 川 県 1 ※湘南藤沢店(藤沢市)

(8) 主要な事業所（2023年２月28日現在）

店舗57店

　（注）１．上記には当社子会社の拠点も含めております。

　　　　２．※印の店舗は当社が開発したショッピングセンター内に出店しております。

　　　　３．当連結会計年度において、食品館月隈店（福岡県福岡市）を閉店いたしました。

－ 8 －



2023/04/21 13:22:10 / 22944801_株式会社ミスターマックス・ホールディングス_招集通知_電子提供措置用

従業員の状況、主要な借入先の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

722名(1,689名) ５名減(48名減）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

68名(21名） ２名減(－） 45.1歳 18.8年

(9) 従業員の状況（2023年２月28日現在）

①　企業集団の従業員の状況

(注)従業員数は就業人員であり、臨時従業員は、年間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

(注)従業員数は就業人員であり、臨時従業員は、年間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額 残 高

株 式 会 社 福 岡 銀 行 7,696百万円

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 4,101

株 式 会 社 北 九 州 銀 行 2,436

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 1,854

株 式 会 社 肥 後 銀 行 1,590

(10) 主要な借入先の状況（2023年２月28日現在）

①　主要な借入先

②　コミットメントライン契約

　主要取引金融機関４行と総額60億円のコミットメントライン契約を締結しておりま

す。なお、当連結会計年度末において当該契約に基づく実行残高はありません。

－ 9 －
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株式の状況

(1) 発行可能株式総数 80,000,000株

(2) 発行済株式の総数 39,611,134株（自己株式 6,388,805株を含む）

(3) 株主数 14,084名

株 主 名 持株数 (千株 ) 持株比率 (％ )

B N Y M  A S  A G T / C L T S  1 0  P E R C E N T
（ 常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 ）

6,435 19.37

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,464 10.43

ミ ス タ ー マ ッ ク ス 　 取 引 先 持 株 会 2,662 8.02

株 式 会 社 　 Ｗ ａ ｉ ｚ  Ｈ ｏ ｌ ｄ ｉ ｎ ｇ ｓ 2,178 6.56

株 式 会 社 福 岡 銀 行 1,414 4.26

M r M a x H D   社  員  持  株  会 1,186 3.57

平 野 能 章 1,085 3.27

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 1,030 3.10

平 野 淳 子 701 2.11

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 510 1.54

株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（監査等委員であるもの及び社外取締役を除く） 15,000株 2名

２．会社の株式に関する事項（2023年２月28日現在）

(4) 大株主の状況（上位10名）

　（注）１．持株比率は自己株式（6,388,805株）を控除して計算しております。

２．自己株式は上記大株主からは除外しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告11頁「３．(4)取締役（監査等委員を除く）及び

監査等委員である取締役の報酬等」に記載しております。

－ 10 －
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会社役員に関する状況

会社における地位 氏　　名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 平　野 　能　章
最高経営責任者兼最高執行責任者
（重要な兼職の状況）
株式会社ミスターマックス代表取締役社長

取 締 役 執 行 役 員 小　田 　康　徳
（重要な兼職の状況）
株式会社ロジディア取締役

取締役(常勤監査等委員) 宮　崎  　　隆

取締役（監査等委員） 家　永 　由佳里 弁護士

取締役（監査等委員） 西　村　 　　豊

取締役（監査等委員） 工　藤　 雅　春

３．会社役員に関する状況

(1)　取締役の状況（2023年２月28日現在）

(注)１．監査等委員である取締役の家永由佳里氏、西村豊氏、工藤雅春氏は、社外取締役であります。
２．監査等委員である取締役の家永由佳里氏は弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度

の知見を有するものであります。
３．監査等委員である取締役の西村豊氏は、企業経営全般への見識と小売業界に関する相当程度の知見

を有するものであります。
４．監査等委員である取締役の工藤雅春氏は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであ

ります。
５．当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集及び重要な社内会議への出席に

よる情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするため、宮崎隆氏を常
勤の監査等委員として選定しております。

６．当社は、監査等委員である取締役家永由佳里氏、西村豊氏、工藤雅春氏の３名を、株式会社東京証
券取引所及び証券会員制法人福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として、両取引所に届け出て
おります。

(2)　責任限定契約の内容の概要
　当社と各監査等委員である取締役は、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任
を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償請求の限度額は、同法第
425条第１項に定める額としております。

(3)　役員責任賠償保険（Ｄ＆Ｏ保険）の内容の概要
　当社は、取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠
償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し
責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずること
のある損害を当該保険により塡補することとしております。なお、当該保険の契約期
間は2022年10月からの１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議のう
え、これを更新する予定であります。

(4)　取締役（監査等委員を除く）及び監査等委員である取締役の報酬等
①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2022年５月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容

－ 11 －
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会社役員に関する状況

にかかる決定方針を決議しております。
　当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬諮問
委員会へ諮問し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の
内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合
していることや、指名・報酬諮問委員会からの答申が尊重されており、当該決定方針
に沿うものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
a．報酬決定の方針
　取締役（監査等委員を除く）の報酬は、下記の【考え方】の通り、優秀な人材を
確保するとともに、業績の向上及び企業価値の増大に対する各取締役（監査等委員
を除く）へのインセンティブ効果が発揮されるよう、職責と業績への貢献実績に応
じて基本報酬及び賞与等の額を決定することを基本方針としており、更に、コーポ
レートガバナンス・コード【原則4-2】に基づき、譲渡制限付株式を付与することと
し、指名・報酬諮問委員会の答申結果を最大限に尊重して、総合的に検討します。
【考え方】
・優秀な人材を確保するに相応しい報酬水準とする
・業績達成の動機付けとなる業績連動性のある報酬制度とする
・中長期的な目標達成に対する貢献意欲の向上と投資家とのエンゲージメントを促

進する
・客観的な視点、定量的な枠組みに基づき、透明性を担保した報酬とする
b．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　取締役（監査等委員を除く）の基本報酬は、月額の固定報酬とし、他社水準を参
考に役職者毎の報酬レンジを定め、役職に基づく夫々の職務と責任の範囲、及び業
績評価を総合的に勘案して決定します。
c．業績連動報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針
（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　取締役（監査等委員を除く）の業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対
する意識を高めるため業績に連動した役員賞与支給に関するガイドラインの条件を
全て満たした場合、現金報酬にて毎年、一定の時期に支給する。また、各取締役
（監査等委員を除く）への配分は、取締役（監査等委員を除く）の金銭報酬額（年
額300百万円以内）から月額の固定報酬を除いた金額をもとに、賞与金額を算出の
上、個人別評価に基づき算定する。役員賞与支給に関するガイドラインの条件は、
適宜、環境の変化に応じて指名・報酬諮問委員会の答申を踏まえた見直しを行うも
のとします。
【ガイドラインの条件】
・事業年度が求める営業利益率目標を上回ること
・事業年度が求めるROE目標を上回ること
・営業キャッシュ・フローがプラスであること
・年間を通じて安定的な配当ができること

－ 12 －
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会社役員に関する状況

区 分
報酬等の総額
（ 百 万 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ）
対象となる役員
の 員 数 ( 名 ）基 本 報 酬

業 績 連 動
報 酬 等

非金銭報酬等

取締役
（監査等委員を除く）

141 132 - 9 9

（うち社外取締役） (3) (3) (-) (-) (3)

監査等委員である取締役 23 23 - - 4

（うち社外取締役） (14) (14) (-) (-) (3)

監査役 6 6 - - 4

（うち社外監査役） (1) (1) (-) (-) (2)

合　　計 171 162 - 9 17

（うち社外役員） (19) (19) (-) (-) (8)

d．非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針
　当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを
付与するため、取締役（監査等委員を除く）には、非金銭報酬として譲渡制限付株
式（譲渡制限期間３～50年間）を付与するものとし、付与数及び支給時期は、株主
総会終了後の一定期間以内の取締役会にて決定します。
e．金銭報酬の額、業績連動報酬等及び非金銭報酬等の額の報酬全体に占める割合の
決定に関する方針
　取締役（監査等委員を除く）は、固定の金銭報酬である基本報酬、業績連動報酬
等である賞与、非金銭報酬等である譲渡制限付株式報酬の割合がおよそ７：２：１
となるように支給する。
　尚、業績連動報酬等は、業績評価によって報酬全体に占める割合は、約20％～0％
の範囲内で設定します。
f．個人別の報酬等の内容の決定の方法
　取締役（監査等委員を除く）の報酬は、４名の取締役（委員長及び半数の委員は
社外取締役）で構成された指名・報酬諮問委員会の答申を受け、取締役会にて決定
します。
　監査等委員である取締役の個別の報酬額については監査等委員である取締役の協
議により決定する。
g．取締役（監査等委員を除く）及び監査等委員である取締役の報酬に関する株主総
会の決議内容
　取締役（監査等委員を除く）の報酬額については、2022年５月26日開催の第73回
定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）の金銭報酬額の上限を、年額
300百万円、譲渡制限付株式報酬の額を年額100百万円以内と決議いたしておりま
す。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は２名です。
　監査等委員である取締役の報酬額については、2022年５月26日開催の第73回定時
株主総会において、監査等委員である取締役の金銭報酬額の上限を、年額100百万円
と決議いたしております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の
員数は４名（うち社外取締役は３名）です。

②　取締役及び監査役の報酬等の総額

(注)１．当社は、2022年５月26日開催の、第73回定時株主総会の決議により、監査役会設置会社から監査
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区 分 氏 名
主 な 活 動 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（監査等委員）

家　永　由佳里

当事業年度開催の取締役会14回のうち13回、及び監査等委員会10
回のうち９回に出席いたしました。主に弁護士としての専門的見
地からの発言（期待される役割に沿ったものを含む）を適宜行っ
ております。

取 締 役
（監査等委員）

西　村　　　豊

当事業年度開催の取締役会14回のすべて、及び監査等委員会10回
のすべてに出席いたしました。主に企業経営全般に関する豊富な
見識と小売業界に関する豊富な知見をふまえた発言（期待される
役割に沿ったものを含む）を適宜行っております。

取 締 役
（監査等委員）

工　藤　雅　春

2022年５月26日に監査等委員である取締役就任以降開催された取
締役会10回のすべて、及び監査等委員会10回のすべてに出席いた
しました。主に財務及び会計に関する豊富な知見をふまえた発言
（期待される役割に沿ったものを含む）を適宜行っております。

等委員会設置会社に移行しております。

２．上記員数及び報酬の額には、2022年５月26日任期満了により退任した取締役７名（うち社外取締

役３名）、監査役４名（うち社外監査役２名）を含んでおります。退任した取締役のうち２名

（うち社外取締役２名）は新たに監査等委員である取締役に就任したため、支給額と員数につい

て取締役在任期間分は取締役（監査等委員を除く）に、監査等委員である取締役在任期間分は監

査等委員である取締役に含めて記載しております。また、退任した監査役のうち２名（うち社外

監査役１名）は新たに監査等委員である取締役に就任したため、監査役在任期間分は監査役に、

監査等委員である取締役在任期間分は監査等委員である取締役に含めて記載しております。

３．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

４．上記のほか、使用人兼務取締役５名の使用人分給与相当額12百万円を支払っております。

５．監査等委員会設置会社に移行する前の取締役の報酬等額については、2019年５月24日開催の第70

回定時株主総会において、取締役の報酬等額を年額400百万円以内（うち社外取締役は30百万円以

内）と決議しており、当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は９名（うち社外取締役は２

名）でした。

６．監査等委員会設置会社に移行する前の監査役の報酬等額については、2017年５月26日開催の第68

回定時株主総会において、監査役の報酬等額を年額30百万円以内と決議しており、当該定時株主

総会終結時点の監査役の員数は３名（うち社外監査役は２名）でした。

(5)　社外役員に関する事項

　当事業年度における取締役会及び監査等委員会の出席状況及び発言状況は以下のと

おりであります。

(注)当事業年度開催の取締役会は14回、監査等委員会は監査等委員会設置会社に移行した2022年５月26日以

降10回であります。
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公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業

務の報酬等の額
36百万円

② 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産

上の利益等の合計額
36百万円

４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称　　　EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、取締役、社内関係部署より入手した必要な資料ならびに会計監査人が提出した監

査計画の妥当性や適切性等を確認し、報酬見積の算定根拠や算定内容を精査した結果、当

該報酬は相当、妥当であることを確認の上、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条

第１項の同意を行っております。

３．上記のほか、当社は、会計監査人と同一のネットワークに属するEYストラテジー・アン

ド・コンサルティング株式会社に対して、コンサルティング業務報酬として、２百万円を

支払っております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法や公認会計士法等に違反・抵触した場合及び

会計監査人の監査品質、独立性等により職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議

案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合は、監査等委員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監

査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会

計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

　なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすること

を監査等委員会に請求し、監査等委員会はその適否を判断した上で、株主総会に提出

する議案の内容を決定いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業

務の適正を確保するための体制
　　当社は、内部統制システム構築の基本方針を以下のように定めております。
Ⅰ．基本方針

当社グループは、企業活動を展開していくに当たって、法令を遵守し、社会倫理
に従って行動するという観点から、役員及び従業員が守るべき行動規範として、
「ミスターマックス行動規範」を制定しております。
当社は、この行動規範に則り、適正な業務運営のための体制を整備し、運用して

いくことが重要な経営の責務であると認識し、以下の内部統制システムを構築して
おります。
当社は、今後とも、内外環境の変化に応じ、一層適切な内部統制システムを整備

すべく、努めてまいります。
Ⅱ．会社法及び会社法施行規則に定める内部統制システムの体制整備に必要とされる

各条項に関する項目
１．取締役の職務に関する体制
(1)　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（会社法施行規則第110条の４第２項１号）
①　社内規程（文書取扱いマニュアル）に則り適切に保存・管理する。
②　監査等委員は、これらの文書を、随時閲覧できるものとする。

(2)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（会社法施行規則第110条の４第２項３号）
①　当社は、社長以下取締役（社外取締役、及び監査等委員である社外取締役を

除く）、執行役員によって構成される経営会議を設け、取締役会の決議事項そ
の他経営上の重要な事項について、十分な議論を尽くし審議を行う。

②　当社は、経営の重要事項に関する意思決定機関及び監督機関として取締役会
を設け、月１回以上開催し、重要な経営事項について十分な検討を行い、迅速
な意思決定と効率的な職務執行を行う。

③　取締役会において、月次・四半期業績の観察・分析・判断をして、改善・改
革を行う。

④　当社は、取締役、及び執行役員の指名・報酬等に係る評価・決定プロセスの
透明性及び客観性を担保することにより、取締役会の監督機能の強化、コーポ
レート・ガバナンス体制の充実を図るため、取締役会の諮問機関として指名・
報酬諮問委員会を設置する。
　当委員会は、社外取締役を委員長とし、社外取締役が半数以上を占める構成
とし、取締役・執行役員候補者の指名及び取締役・執行役員の報酬等について
審議した結果を取締役会へ答申する。
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２．リスク管理体制
損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（会社法施行規則第110条の４第２項２号）

(1)　取締役会によるリスク管理
　定例取締役会において、営業状況、資金繰りを含めた財務状況、店舗開発の
進捗状況が報告されるほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、リスクへの
早期対応を行う。

(2)　内部監査部門
　監査部を設置し、監査等委員及び監査等委員会と連携を図りながら、内部統
制の観点から各部門の業務の適法性及び妥当性について監査を実施する。監査
部員が、各店舗及び本部の各部署を定期的に監査し、リスクの存在を早期に発
見し、業務執行責任者である取締役へ急報できる体制を整備する。

(3)　緊急事態への対応
　緊急事態対応マニュアルを、各部署及び幹部社員の自宅に常備し、早期に対
策本部を設置できる体制を整える。

(4)　「コンプライアンス委員会」
　「コンプライアンス委員会」は、リスクマネジメント委員会の機能を持ち、
定期的な会議で、情報を共有、相互牽制を行い、必要に応じて、それぞれの担
当部署が規程・マニュアルの作成・配布・周知徹底を行う。

３．コンプライアンス（社会規範、倫理、法令及び定款の遵守）体制
取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
（会社法第399条の13第１項第１号ハ、会社法施行規則第110条の４第２項４号）

(1)　「コンプライアンス委員会」
　当社のコンプライアンス体制構築とその徹底、推進並びに法令等や行動規範
に違反する行為に対処するため、社長を委員長とするコンプライアンス委員会
を組織する。当委員会は、取締役及び執行役員、社員、さらに弁護士を含む外
部メンバーから成る常任委員と、各部門長及び店長から成る推進委員によって
構成され、コンプライアンス精神の全社への周知徹底を図る。

(2)　内部監査部門
　監査部が、本部・店舗における職務の遂行状況の監査を内部監査規程に則り
実施し、業務執行責任者である取締役に報告の上、改善指導を行い、さらに改
善状況についての監査を実施する。

(3)　へルプラインの活用
　社内外に設置しているミスターマックス　コンプライアンス・ヘルプライン
において、リスク・法令違反などの情報を受け付け、コンプライアンス委員会
へ報告の上、適切な是正措置を図る。
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４．企業集団のコーポレート・ガバナンス体制
当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正
を確保するための体制
（会社法施行規則第110条の４第２項５号）

(1)　当社は、当社の子会社に対しても「ミスターマックス行動規範」を適用し、
その理念の共有を図る。

(2)　子会社の営業・財務状況等を日々確認できる体制を構築しており、取締役会
において子会社の業務執行についての報告を受けている。

(3)　子会社の経営に係る一定の重要な事項については、当社の取締役会で承認を
得ることとしている。

(4)　当社は、上記の報告・決裁体制を通じて、グループ全体の経営状況を把握
し、業務の適正の確保、リスク管理を徹底している。

(5)　当社は、子会社の自主性を尊重し、事業内容・規模を考慮しつつ、コーポレ
ート部門の業務を適切に支援し、子会社の取締役等が効率的に職務執行できる
体制を構築している。

(6)　内部監査部門は、内部監査計画に則って、定期的に子会社の内部監査を実施
している。

５．監査等委員会の職務に関する体制
(1)　監査等委員及び監査等委員会の職務を補助する体制及びその独立性

監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人（「補助使用人等」）に関す
る事項
（会社法施行規則第110条の４第１項１号）
補助使用人等の監査等委員以外の取締役からの独立性に関する事項
（会社法施行規則第110条の４第１項２号）
監査等委員会の補助使用人等に対する指示の実効性の確保に関する事項
（会社法施行規則第110条の４第１項３号）
①　総務部内に、監査等委員及び監査等委員会の職務の補助を行う監査等委員会

スタッフを１名配置し、総務業務と併せて担当させる。
②　監査等委員会は、監査等委員会スタッフの人事異動について、事前に報告を

受け、必要がある場合は、変更の申し入れを行うことができる。
③　監査等委員会スタッフを懲戒に処する場合は、事前に監査等委員会の承認を

得るものとする。
④　当社は、内部監査部門をはじめとする各部門は、監査等委員及び監査等委員

会の指示による監査等委員会スタッフの調査他依頼に関して協力することを
周知徹底する。

(2)　監査等委員及び監査等委員会に対する報告体制
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）、及び使用人並びに子会社の取
締役、監査役、執行役員、業務執行社員、会社法第598条第１項の職務を行うべ
き者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた
者から監査等委員会への報告に関する体制
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（会社法施行規則第110条の４第１項４号）
①　当社及び子会社の従業員を対象としたコンプライアンス・ヘルプラインへの

通報内容は、コンプライアンス委員会において報告される。
②　監査等委員及び監査等委員会は、職務遂行に必要と判断したときは、いつで

も取締役（監査等委員である取締役を除く）・使用人から必要な報告を受け
ることができる。

③　当社の役員及び従業員は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実その
他事業運営上の重要事項を適時、適切な方法により監査等委員会に報告す
る。

④　内部監査部門は、監査の結果を適時、適切な方法により監査等委員会に報告
する。

⑤　グループ会社の監査役等が、監査結果等、監査等委員会が求める事項につい
て報告するための体制を整備・運用する。

(3)　監査等委員及び監査等委員会への報告者が当該報告をしたことを理由として
不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
（会社法施行規則第110条の４第１項５号）
①　監査等委員会への通報者に対し、当該報告を理由とした不利益が及ぶことを

禁止し、その旨を当社グループの取締役及び使用人に周知徹底する。また、
内部通報窓口への通報状況とその処理の状況を定期的に監査等委員会へ報告
する。

(4)　監査等委員の職務執行の費用の処理等に係る方針に関する事項
（会社法施行規則第110条の４第１項６号）
①　監査等委員が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の

請求をした場合は、当該監査等委員及び監査等委員会の職務の執行に必要で
ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または、債務を処理する。

(5)　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（会社法施行規則第110条の４第１項７号）
①　取締役会の運営、議事録の作成・備え置きに関する事務、その他法令の解釈

運用等に関する事務並びに取締役会資料の管理等に関する事務を、総務部が
行い、監査等委員及び監査等委員会は、総務部へ要請すれば、いつでも必要
情報を入手できる。

　監査等委員及び監査等委員会が内部監査部門に職務の補助を要請したとき
は、これを応諾し、必要な協力を行う。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
１．「取締役の職務に関する体制」
(1)　「取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制」につきまし

ては、必要な情報は、各部署において社内規程に則り適切に保管・管理され、
監査等委員が随時閲覧できる状態となっております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

(2)　「取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」につ
きましては、取締役会を14回開催し、経営方針、出店計画、経営計画の進捗状
況及び月次・四半期業績の分析や評価など経営に関する重要事項について検討
し、法令・定款等への適合性及び会社の業務の適正を確保する観点から審議致
しました。

(3)　社長以下取締役（社外取締役、及び監査等委員である社外取締役を除く）、
執行役員によって構成される経営会議を23回開催し、取締役会上程前の事案や
投資案件、重要な事案の進捗状況など、関係者により十分に議論し、審議致し
ました。

(4)　取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会は、社内取締役２名と社外
取締役２名で構成され、社外取締役が半数を占める構成となっており、また委
員長は社外取締役が務めております。指名・報酬諮問委員会は８回開催し、取
締役・執行役員の選解任及び報酬、後継者育成計画等について審議し取締役会
に答申しております。

２．「リスク管理体制」
(1)　取締役会において、営業状況や資金繰り等が毎月報告されており、リスクを

早期発見し、当該リスクに対応できる体制を整え、運用しております。
(2)　内部統制の観点から実施した内部監査部門の監査結果は、年４回及び必要に

応じて随時監査等委員会に報告され、併せて業務執行責任者である取締役への
急報体制を整えております。

(3)　社長以下社内委員と社外委員（専門家）で構成するコンプライアンス委員会
は、年６回開催され、リスクの情報共有とリスクの未然防止に関する議論を行
っております。

３．「コンプライアンス体制」
(1)　役員以下従業員の法令違反に対応するコンプライアンス委員会を年６回開催

し、法令や行動規範に違反した場合に、対応を検討・決定する体制を整えてお
ります。

(2)　内部監査部門が本部・店舗における職務の遂行状況を監査し、業務執行責任
者である取締役へ報告の上、改善命令・フォロー監査を実施しております。

(3)　弁護士事務所及び総務部内にヘルプラインの受付を設置し、事案が発生した
場合はコンプライアンス委員会へ報告され、適切な是正措置を図る体制を整え
ております。

４．「企業集団のコーポレート・ガバナンス体制」
(1)　当社は、当社の子会社に対しても「ミスターマックス行動規範」を適用し、

その理念の共有を図っております。
(2)　子会社の営業・財務状況等を日々確認できる体制を構築しており、取締役会

において子会社の業務執行についての報告を受けております。
(3)　子会社の経営に係る一定の重要な事項については、当社の取締役会の承認を

得ることとしております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

(4)　当社は、子会社のコーポレート部門の業務を支援する体制、及び子会社の取
締役等が円滑に職務執行できる体制を整えております。

(5)　内部監査部門は、内部監査計画に則って、定期的に子会社の内部監査を実施
しております。

５．「監査等委員会の職務に関する体制」
(1)　「監査等委員及び監査等委員会の職務を補助する体制及びその独立性」につ

きましては、総務部内に監査等委員会スタッフを１名配置し、監査等委員及び
監査等委員会の職務の補助を行っております。

(2)　「監査等委員及び監査等委員会に対する報告体制」につきましては、監査等
委員が、取締役会・経営会議・コンプライアンス委員会の他、職務に必要と判
断した会議へ出席できる体制を整えております。また、内部監査部門は、監査
結果を年４回及び必要に応じて監査等委員会に報告しております。なお、グル
ープ会社の監査役等が、監査等委員会へ監査結果等を報告する体制を整えてお
ります。

(3)　「監査等委員及び監査等委員会への報告者が当該報告をしたことを理由とし
て不利な取扱いを受けないことを確保するための体制」につきましては、監査
等委員会への通報者に対し、報告したことを理由とした不利益が及ぶことを禁
止しており、当社グループ内で周知徹底を図っております。

(4)　「監査等委員の職務執行の費用の処理等に係る方針に関する事項」につきま
しては、往査に関する費用や書籍代など監査に必要な経費は、監査等委員及び
監査等委員会の請求に基づき処理しております。

(5)　「その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制」につきましては、監査に必要な資料等を主に総務部が管理し、監査等委員
及び監査等委員会の要請に基づき何時でも提出するとともに、内部監査部門他
各部署も、監査等委員及び監査等委員会の要請に基づき監査等委員の監査業務
に協力する体制を整えております。

６．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、会社の経営成績及び財政状態ならびに今後の見通し等を総合的に勘案し

ながら、配当性向30％を目途に配当を行う方針としております。

　当社は、定款に取締役会決議による剰余金の配当等を可能とする規定を設けてお

りますが、第74期の期末配当は、株主の皆様のご意向を直接伺う機会を確保するた

め、株主総会の決議事項としております。
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連結貸借対照表

（2023年２月28日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

18,246

3,136

3,030

10,769

45

1,265

63,686

48,428

13,328

0

1,399

30,115

3,055

528

1,233

107

1,126

14,023

423

14

1,611

3,862

7,284

862

△34
　

流 動 負 債 25,854

支払手形及び買掛金 6,846

電 子 記 録 債 務 7,556

１年内返済予定の長期借入金 5,570

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 286

リ ー ス 債 務 554

未 払 法 人 税 等 407

賞 与 引 当 金 875

そ の 他 3,757

固 定 負 債 23,625

社 債 1,428

長 期 借 入 金 13,956

リ ー ス 債 務 2,700

退職給付に係る負債 864

資 産 除 去 債 務 1,230

そ の 他 3,445

負 債 の 部 合 計 49,480

純 資 産 の 部

株 主 資 本 32,237

資 本 金 10,229

資 本 剰 余 金 7,986

利 益 剰 余 金 16,612

自 己 株 式 △2,591

その他の包括利益累計額 215

その他有価証券評価差額金 115

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1

為 替 換 算 調 整 勘 定 5

退職給付に係る調整累計額 95

非 支 配 株 主 持 分 -

純 資 産 の 部 合 計 32,452

資 産 の 部 合 計 81,932 負債・純資産の部合計 81,932

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2022年３月１日から
2023年２月28日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 122,107

売 上 原 価 94,419

売 上 総 利 益 27,687

不 動 産 賃 貸 収 入 3,820

そ の 他 の 営 業 収 入 976

営 業 総 利 益 32,485

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 27,853

営 業 利 益 4,632

（ 営 業 外 収 益 ）

受 取 利 息 27

受 取 配 当 金 13

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1

テ ナ ン ト 退 店 収 益 13

そ の 他 50 107

（ 営 業 外 費 用 ）

社 債 利 息 0

支 払 利 息 168

そ の 他 46 215

経 常 利 益 4,523

（ 特 別 利 益 ）

固 定 資 産 売 却 益 189

受 取 保 険 金 64 253

（ 特 別 損 失 ）

災 害 に よ る 損 失 38

固 定 資 産 売 却 損 75

固 定 資 産 除 却 損 90

減 損 損 失 163

退 店 関 連 損 失 29 397

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,380

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 956

法 人 税 等 調 整 額 △0 956

当 期 純 利 益 3,423

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 3

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,427

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2022年３月１日から
2023年２月28日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 10,229 7,980 14,081 △2,603 29,688

会 計 方 針 の 変 更 に よ る

累 積 的 影 響 額
－

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高
10,229 7,980 14,081 △2,603 29,688

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △896 △896

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

3,427 3,427

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 5 12 18

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △0 △0

当 期 変 動 額 合 計 － 5 2,531 11 2,548

当 期 末 残 高 10,229 7,986 16,612 △2,591 32,237

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株 主 持 分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 53 － 5 △47 10 6 29,706

会 計 方 針 の 変 更 に よ る

累 積 的 影 響 額
－

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高
53 － 5 △47 10 6 29,706

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △896

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

3,427

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 18

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 62 △1 0 142 204 △6 197

当 期 変 動 額 合 計 62 △1 0 142 204 △6 2,746

当 期 末 残 高 115 △1 5 95 215 － 32,452

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 ３社

・主要な連結子会社の名称 株式会社ミスターマックス

株式会社ロジディア

上海最高先生商貿有限公司

　上記のうち、株式会社ロジディアについては当連結会計年度において新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

関連会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、上海最高先生商貿有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成

にあたっては、同日現在の計算書類を使用しております。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②　棚卸資産

・商品 売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

ただし、物流センター内の商品については移動平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

建物及び構築物 定額法（ただし2016年３月31日以前に取得した構築物については定率法）

その他 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～42年

また、事業用定期借地権上の建物等については、借地契約期間に基づく耐用年数にて償却を

行っております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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連結注記表

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④　長期前払費用

　賃借期間で均等償却を行っております。

（3）重要な引当金の計上基準

①　賞与引当金

　従業員に支給する賞与の引当額として支給見込額に基づき計上しております。

②　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（4）退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基

づき計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法

により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

（5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループは、小売業を主な内容として事業展開しております。同事業における商品の引渡し

時点において顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、当該時点で

収益を認識しております。

　また、商品販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他

の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収

益として認識しております。

　なお、契約における対価は商品等に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１ヶ月以内に回収

しており、重要な金融要素は含んでおりません。

（6）その他連結計算書類作成のための重要な事項

①　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び

非支配株主持分に含めております。

②　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約については振当処理

を、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しております。
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連結注記表

当連結会計年度

減損損失 163

有形固定資産 45,407

③　デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法によっております。

会計方針の変更に関する注記

１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたし

ました。なお、収益認識会計基準等の適用による当連結会計年度の連結計算書類に与える影響はあり

ません。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関

する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従っ

て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

なお、時価算定会計基準等の適用による当連結会計年度の連結計算書類に与える影響はありません。

会計上の見積りに関する注記

１．固定資産の減損

(1）当連結会計年度連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

（注）固定資産の減損に係る会計基準の対象となる固定資産の計上額を記載しております。

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として店舗またはショッピングセンタ

ーを基本単位として、また遊休資産については物件単位ごとにグルーピングを行っております。各資

産グループの営業損益が継続してマイナスとなった場合や、時価の大幅な下落、店舗閉鎖の意思決定

等により回収可能価額が著しく低下したと判断された場合は減損の兆候を認識しております。

　減損の兆候に該当する資産グループについては、事業計画に基づいた将来キャッシュ・フローを見

積り、割引前将来キャッシュ・フローの合計が資産グループの帳簿価額を下回る場合は帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

　将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、各資産グループの将来キャッシュ・フロ

ーの基礎となる売上成長率と荒利益率等であり、市場動向や過去の実績等を勘案して算定しておりま

す。

　当該見積りについては、経済状況や当社グループを取り巻く市場環境の変化により主要な仮定へ影

響を与える可能性があり、不確実性を伴うものであり、経済状況や当社グループを取り巻く市場環境

の変化により主要な仮定が変化した場合には翌連結会計年度において減損損失の計上が必要となる可

能性があります。
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連結注記表

当連結会計年度

繰延税金資産 1,611

１．有形固定資産の減価償却累計額 42,772百万円

２．担保に供している資産 建物 4,123百万円

土地 19,284百万円

計 23,407百万円

担保付債務 １年内返済予定の長期借入金 2,958百万円

長期借入金 9,582百万円

計 12,540百万円

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 普通株式 39,611,134株

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 2 年５月 2 6 日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 896 27.00 2022年２月28日 2022年５月27日

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 3 年５月 2 5 日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 897 27.00 2023年２月28日 2023年５月26日

２．繰延税金資産の回収可能性

(1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産の回収可能性は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委

員会 企業会計基準適用指針第26号）における企業の分類に応じて、将来減算一時差異の解消見込年

度のスケジューリング、将来の課税所得の見積り等に基づいて検討しています。将来減算一時差異に

は解消見込年度が長期にわたるものが含まれており、また評価性引当額もあるため、企業の分類及び

将来減算一時差異の解消見込年度のスケジューリングの検討が、繰延税金資産の回収可能性に重要な

影響を与えています。これらの検討は、将来の経営環境の変化の見込み及び各店舗の営業継続の見通

しを基に行っていますが、これらの見通しが変化した場合、翌連結会計年度の連結計算書類において

重要な影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

連結株主資本等変動計算書に関する注記

２．当連結会計年度に行った剰余金の配当に関する事項

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

－ 28 －
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

投資有価証券

　　その他有価証券 423 423 －

差入保証金 7,284 6,642 △641

敷金 3,862 3,230 △631

資産計 11,570 10,296 △1,273

社債 1,714 1,711 △2

長期借入金 19,527 19,352 △174

リース債務 3,255 3,165 △89

負債計 24,496 24,230 △266

デリバティブ取引　※ △2 △2 －

レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した

時価

レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については、安全性、流動性及び収益性を考慮した運用を行っておりま

す。投資有価証券は、主として株式であり、定期的に時価の把握を行っております。

　資金調達については、運転資金及び設備投資資金をその使途とし、銀行等金融機関からの借入また

は社債の発行を行っております。

　デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物

為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引で

あり、投機的な取引は行わない方針であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2023年２月28日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、支払手形

及び買掛金、電子記録債務は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省

略しております。

（単位：百万円）

※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については△（マイナス）で表示しております。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。
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連結注記表

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　　その他有価証券

　　　 株式 423 － － 423

デリバティブ取引

　　通貨関連 － 1 － 1

資産計 423 1 － 425

デリバティブ取引

　　通貨関連 － 4 － 4

負債計 － 4 － 4

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 6,642 － 6,642

敷金 － 3,230 － 3,230

資産計 － 9,873 － 9,873

社債 － 1,711 － 1,711

長期借入金 － 19,352 － 19,352

リース債務 － 3,165 － 3,165

負債計 － 24,230 － 24,230

(1) 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(2) 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

時価について、上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金

差入保証金の時価については、返還金の額を与信管理上の信用リスク区分ごとに、そのキャッシ

ュ・フローを、適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定

しており、レベル２の時価に分類しております。

敷金

敷金の時価については、合理的に見積もった返還予定時期に基づき、そのキャッシュ・フロー

を、決算日時点の国債の利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類

しております。

社債

① 社債には、１年内償還予定の社債を含めて表示しております。

② 時価については、社債の合計額を、同様の新規社債発行を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

① 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

－ 30 －
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連結注記表

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の
時価

（百万円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

9,102 △35 9,067 7,164

地域 営業収益（百万円）

九州地区 77,059

中国地区 14,266

関東地区 30,495

その他 1,261

顧客との契約から生じる収益 123,083

その他の収益 3,820

外部顧客への営業収益 126,904

② 時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務

① リース債務には、１年内返済予定のリース債務を含めて表示しております。

② 時価については、リース料の合計額を、同様の新規リースを行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

時価については、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に

分類しております。

賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループは、東京都、福岡県及びその他の地域において、賃貸商業施設を有しております。

　2023年２月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、823百万円（賃貸収益は不動産賃貸収

入に、主な賃貸費用は販売費及び一般管理費に計上）であります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

　当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は次のとおりでありま

す。

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。

２. 当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は固定資産の売却であります。

３. 当連結会計年度末の時価は、鑑定評価額等を基に合理的に調整した価額であります。

収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは小売業を主な内容として事業展開しております。顧客との契約に基づき分解した収

益は、以下のとおりであります。なお、当社グループは単一セグメントであります。

（注）1.「その他」はインターネット販売等の売上高です。

2.「その他の収益」は不動産賃貸収入です。

－ 31 －
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連結注記表

１．１株当たり純資産額 976円82銭

２．１株当たり当期純利益 103円19銭

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に

関する注記等　４．会計方針に関する事項　（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存

履行義務に関する情報の記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記

連結子会社間における会社分割

当社の連結子会社である株式会社ロジディア及び株式会社ミスターマックスの２社は、2022年12月７

日付で物流事業を承継する吸収分割契約を締結し、2023年２月８日開催の各社の臨時株主総会でその承

認を受けております。

この契約に基づき、2023年３月１日付で会社分割を実施いたしました。

会社分割の概要は以下のとおりであります。

１．取引の概要

（1）結合当事企業の名称及び事業の内容

結合当事企業の名称　　株式会社ロジディア

事業の内容　　　　　　当社グループのサプライチェーンにおける３ＰＬ事業

（2）効力発生日

2023年３月１日

（3）会社分割の方式

株式会社ミスターマックスを分割会社とし、株式会社ロジディアを承継会社とする吸収分割方式

（4）結合後企業の名称

株式会社ロジディア

（5）会社分割の目的

当社グループは、株式会社ロジディアにおいて既存取引先をはじめ、他社の商品集荷・在庫管理

などを担うことで、物流支援サービスを充実させ、業容の拡大を図る方針です。また、これまで株式

会社ミスターマックスにおけるディスカウントストア事業の一部として運営していた物流事業を株式

会社ロジディアに承継することで、意思決定の迅速化及び機動的な事業運営を実現し、当社グループ

の企業価値の更なる向上を目指します。

２．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基

づき、共通支配下の取引として処理する予定であります。
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貸借対照表

（2023年２月28日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

2,389

724

14

590

774

285

62,401

47,861

12,627

754

836

30,115

3,010

517

1,190

549

25

107

508

13,349

423

32

0

14

506

882

3,856

7,284

356

△7
　

流 動 負 債 13,894
電 子 記 録 債 務 28
短 期 借 入 金 3,900
１年内返済予定の長期借入金 5,570
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 286
リ ー ス 債 務 513
未 払 金 989
未 払 費 用 8
未 払 法 人 税 等 40
預 り 金 1,873
契 約 負 債 204
賞 与 引 当 金 89
設 備 関 係 支 払 手 形 141
設備関係電子記録債務 250

固 定 負 債 23,754
社 債 1,428
長 期 借 入 金 13,956
リ ー ス 債 務 2,691
退 職 給 付 引 当 金 1,001
長 期 預 り 敷 金 2,794
長 期 預 り 保 証 金 420
資 産 除 去 債 務 1,230
そ の 他 231

負 債 の 部 合 計 37,649
純 資 産 の 部

株 主 資 本 27,025
資 本 金 10,229
資 本 剰 余 金 7,986
資 本 準 備 金 7,974
その他資本剰余金 12

利 益 剰 余 金 11,400
その他利益剰余金 11,400
圧縮記帳積立金 14
別 途 積 立 金 2,120
繰越利益剰余金 9,266

自 己 株 式 △2,591
評価・換算差額等 115

その他有価証券評価差額金 115

純 資 産 の 部 合 計 27,141

資 産 の 部 合 計 64,791 負債・純資産の部合計 64,791

貸　借　対　照　表

 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2022年３月１日から
2023年２月28日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

営 業 収 益

不 動 産 賃 貸 収 入 10,310

経 営 指 導 料 2,169

そ の 他 の 営 業 収 入 583

営 業 収 入 合 計 13,062

営 業 費 用 10,303

営 業 利 益 2,759

（ 営 　  業 　  外 　  収 　  益 ）

受 取 利 息 27

受 取 配 当 金 13

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0

テ ナ ン ト 退 店 収 益 13

そ の 他 34 89

（ 営 　  業 　  外 　  費 　  用 ）

社 債 利 息 0

支 払 利 息 178

そ の 他 27 206

経 常 利 益 2,642

（特　　  別　　  利　　  益）

固 定 資 産 売 却 益 189

受 取 保 険 金 64 253

（特　　  別　　  損　　  失）

災 害 に よ る 損 失 38

固 定 資 産 売 却 損 75

固 定 資 産 除 却 損 77

退 店 関 連 損 失 29 221

税 引 前 当 期 純 利 益 2,674

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 253

法 人 税 等 調 整 額 62 316

当 期 純 利 益 2,358

損　益　計　算　書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2022年３月１日から
2023年２月28日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益
剰 余 金
合 計

圧縮記帳
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 10,229 7,974 6 7,980 24 2,120 7,794 9,938 △2,603 25,545

会計方針の変更による累積的影響額 －

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た

当 事 業 年 度 期 首 残 高
10,229 7,974 6 7,980 24 2,120 7,794 9,938 △2,603 25,545

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △896 △896 △896

圧 縮 記 帳 積 立 金 の 取 崩 △9 9 － －

当 期 純 利 益 2,358 2,358 2,358

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 5 5 12 18

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 5 5 △9 － 1,472 1,462 11 1,479

当 期 末 残 高 10,229 7,974 12 7,986 14 2,120 9,266 11,400 △2,591 27,025

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 53 53 25,598

会計方針の変更による累積的影響額 －

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た

当 事 業 年 度 期 首 残 高
53 53 25,598

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △896

圧 縮 記 帳 積 立 金 の 取 崩 －

当 期 純 利 益 2,358

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 18

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 62 62 62

当 期 変 動 額 合 計 62 62 1,542

当 期 末 残 高 115 115 27,141

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

・建物・構築物 定額法（ただし2016年３月31日以前に取得した構築物については定率法）

・その他 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物 ３～42年

また、事業用定期借地権上の建物等については、借地契約期間に基づく耐用年数にて償却を

行っております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4) 長期前払費用

賃借期間で均等償却を行っております。

３．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員に支給する賞与の引当額として支給見込額に基づき計上しております。

(2) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における見込額に基づき計算し

ております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付引当金の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額
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個別注記表

当事業年度

繰延税金資産 882

法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

　当社の収益は、主に子会社からの経営指導料、不動産賃貸収入であります。

　経営指導料においては、子会社との契約に基づく受託業務であり、業務が実施された時点で当社の履

行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。

　不動産賃貸収入においては、主に当社が所有する不動産を子会社及び入居テナントへ賃貸を行ってい

るものであり、不動産賃貸借契約期間の経過に応じて収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

(2) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、

連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

会計方針の変更に関する注記

１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した

時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしまし

た。

　なお、収益認識会計基準等の適用による当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

　また、収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において「流動負債」に表示

しておりました「前受収益」は、当事業年度より「契約負債」に含め表示することといたしました。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する

会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。な

お、時価算定会計基準等の適用による当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性

(1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産の回収可能性は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委
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個別注記表

１．有形固定資産の減価償却累計額 37,595百万円

２．担保に供している資産 建物 4,115百万円

土地 19,284百万円

計 23,400百万円

担保付債務 １年内返済予定の長期借入金 2,958百万円

長期借入金 9,582百万円

計 12,540百万円

　　　金銭債権 713百万円

　　　金銭債務 5,295百万円

　　　不動産賃貸収入 6,496百万円

　　　経営指導料 2,169百万円

　　　営業費用 177百万円

　　　営業取引以外の取引 10百万円

　当事業年度末における自己株式の種類及び総数 普通株式 6,388,805株

員会 企業会計基準適用指針第26号）における企業の分類に応じて、将来減算一時差異の解消見込年

度のスケジューリング、将来の課税所得の見積り等に基づいて検討しています。将来減算一時差異に

は解消見込年度が長期にわたるものが含まれており、また評価性引当額もあるため、企業の分類及び

将来減算一時差異の解消見込年度のスケジューリングの検討が、繰延税金資産の回収可能性に重要な

影響を与えています。これらの検討は、将来の経営環境の変化の見込み及び各店舗の営業継続の見通

しを基に行っていますが、これらの見通しが変化した場合、翌事業年度の計算書類において重要な影

響を与える可能性があります。

貸借対照表に関する注記

３．関係会社に対する金銭債権・債務

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記

税効果会計に関する注記

繰延税金資産発生の主な原因は、減価償却限度超過額、減損損失、賞与引当金等であり、繰延税金負債

の発生の主な原因は、差入保証金、資産除去債務等であります。

リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース取引開始日が2008年３月31日以前の建物・構築物及び

器具備品の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

－ 38 －
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個別注記表

属 性
会社等の名
称又は氏名

住所

資 本 金
又 は
出 資 金
(百万円)

事 業 の
内 容 又
は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びその
近親者が議決権
の過半数を所有
している会社

マイティ・
インコーポ
レーション
㈲  (注)２

福岡県
福岡市

40
損害保険の
代理業務等

－ －
損害保
険取引

保険料の
支 払
(注)３

263
前払
費用

156

属 性
会社等の名
称又は氏名

住所

資 本 金
又 は
出 資 金
(百万円)

事 業 の
内 容 又
は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子 会 社
㈱ミスター
マックス

福岡県
福岡市

10 小 売 業
（所有）
直接
100.0

役員
１名

店舗等
賃貸及
び経営
指導

経 費 等
の 立 替
(注)２
(注)３

538
未収
入金

713

売 上 金 等
の 預 り
(注)２
(注)４

1,937

未

払

金

19

預

り

金

1,376

資 金 の
借 入
(注)２
(注)５

4,577

短

期

借

入

金

3,900

不 動 産
の 賃 貸
(注)６

6,496 － －

経 営 指 導
の 受 託
(注)７

2,169 － －

関連当事者との取引に関する注記

１．役員及び個人主要株主等

（注）１. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて

おります。

２. マイティ・インコーポレーション(有)は、役員の近親者が100％直接所有しております。

３. マイティ・インコーポレーション(有)は、損害保険代理業を営んでおり、取引金額は当社がマイ

ティ・インコーポレーション(有)を通じて損害保険会社に支払った保険料であります。また保険

料については通常取引の保険料率に基づき決定しております。

２．子会社及び関連会社等

（注）１. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて

おります。

２. 取引金額は期中平均残高を記載しております。

３. 経費等支払の一時的な立替を行っております。

４. 売上金等の集金業務を受託しております。

５. 資金の借入は、契約に基づき、市場金利を勘案して決定しております。

６. 不動産賃貸料は、市場価格を勘案しつつ、協議の上で決定しております。

７. 経営指導料は、経営指導契約に基づき、協議の上で決定しております。

－ 39 －
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個別注記表

１．１株当たり純資産額 816円97銭

２．１株当たり当期純利益 71円１銭

収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表「重要な会計方針に係る

事項に関する注記　４．重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記

　連結計算書類「連結注記表　重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省

略しております。

－ 40 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久 保 英 治

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 廣 住 成 洋

独立監査人の監査報告書
２０２３年４月１９日

株式会社　ミスターマックス・ホールディングス
　 取　 締　 役 　会 　御中

E Y 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
福　岡　事　務　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ミスターマックス・ホールディ
ングスの２０２２年３月１日から２０２３年２月２８日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社ミスターマックス・ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 41 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以　上

－ 42 －
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計算書類に係る会計監査報告

取 締 役 会 御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久 保 英 治

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 廣 住 成 洋

独立監査人の監査報告書
２０２３年４月１９日

株式会社　ミスターマックス・ホールディングス

E Y 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
福　岡　事　務　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ミスターマックス・ホー
ルディングスの２０２２年３月１日から２０２３年２月２８日までの第７４期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

れる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、２０２２年３月１日から２０２３年２月２８日までの第７４期事業年度における

取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたしま

す。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第３９９条の１３第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決

議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用

人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、監査計画、職務の分担等

に従い、会社の内部監査部門と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思

疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け、または直接赴いて調査

をいたしました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと

もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（２００５年１０月２８

日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、連結計算書類並びに計算書

類及びその附属明細書について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

常勤監査等委員 宮  崎    隆 ㊞
監 査 等 委 員 家  永  由  佳  里 ㊞
監 査 等 委 員 西  村    豊 ㊞
監 査 等 委 員 工  藤  雅  春 ㊞

２．監査の結果

（１）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事

項は認められません。

（２）　連結計算書類並びに計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

２０２３年４月２１日

株式会社 ミスターマックス・ホールディングス 監査等委員会

（注）監査等委員　家永由佳里、監査等委員　西村豊、監査等委員　工藤雅春は会社法第２条第１５号

及び第３３１条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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剰余金の処分の件

株主総会参考書類
議案及び参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　当社は株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と位置づけ、業績に応じた

配当を継続して行うことを基本といたしております。

　第74期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開を勘案いた

しまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

（１）配当財産の種類

　　　金銭といたします。

（２）配当財産の割当に関する事項及びその総額

　　　当社普通株式１株につき金27円といたしたいと存じます。

　　　なお、この場合の配当総額は、897,002,883円となります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

　　　2023年５月26日といたしたいと存じます。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）2名選任の件

候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

１

ひ ら の 　 よ し あ き

平 野 能 章
(1958年７月15日生)

1986年９月 当社入社

1987年４月 ノムラ・セキュリティーズ・インターナシ

ョナルInc.へ出向

1989年４月 当社営業企画部長

1989年11月 当社取締役営業企画部長

1990年11月 当社常務取締役

1991年11月 当社専務取締役

1992年７月 当社代表取締役副社長

1995年６月 当社代表取締役社長（現在に至る）

2008年４月 当社最高経営責任者兼最高執行責任者

（現在に至る）

2017年９月 ㈱ミスターマックス代表取締役社長

（現在に至る）

1,085,505株

取締役候補者

とした理由

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し、当社の

企業価値向上に努めてまいりました。今後も当社のさま

ざまな部門に精通する豊富な知識と経験を活かし、経営

陣への的確な指示や指導に努め、企業価値向上と持続的

成長に尽力することを期待し、引き続き取締役として選

任をお願いするものです。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

　本総会の終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名が任期満

了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名の選任

をお願いするものであります。

　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見はござい

ませんでした。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）2名選任の件

候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

２

お 　 だ 　 や す の り

小 田 康 徳
（1955年３月26日生）

1977年４月 当社入社

1994年７月 当社開発部長

1995年６月 当社取締役開発部長

1996年４月 当社取締役ＳＣ開発部長

2003年６月 当社常務取締役開発本部長

2008年４月 当社取締役常務執行役員開発本部長

2009年６月 当社取締役執行役員開発本部長

2011年６月 当社取締役執行役員管理本部長

2015年４月 当社取締役執行役員管理本部長兼財務部長

2015年６月 当社取締役執行役員管理本部長

2017年９月 当社取締役執行役員管理部門管掌

2022年３月　当社取締役執行役員（現在に至る）

2022年11月　株式会社ロジディア取締役（現在に至る）

99,800株

取締役候補者

とした理由

営業・開発・管理部門などで経験を積み、当社の取締役

として長年にわたり経営に携わり、当社の企業価値の向

上に努めてまいりました。今後もその幅広い知識と経験

を活かし、経営手腕が発揮されることを期待し、引き続

き取締役として選任をお願いするものです。

(注) １．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．当社は、各候補者を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当

該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険により塡補する

こととしております。当社のすべての取締役候補者は、取締役に選任された場合、当該役員等賠

償責任保険契約の被保険者となる予定です。

３．所有する当社株式の数につきまして、直接保有とは別に役員持株会において、平野能章氏：85

株、小田康徳氏：229株を持分として所有しております。

以上
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インターネットによる議決権行使のご案内

■システム等に関するお問い合わせ

　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
　　0120-173-027（午前９時～午後９時、通話料無料）

　　　　　　　　＜インターネット等による議決権行使のご案内＞

　インターネットにより議決権を行使される場合は、次の事項をご確認の上、行使してい

ただきますよう、お願い申し上げます。

　当日ご出席の場合は、インターネット又は書面（議決権行使書）による議決権行使のお

手続きは、いずれも不要です。

１.議決権行使サイトについて
（１）インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンから、議決権行使

サイト（https://evote.tr.mufg.jp/)にアクセスしていただくことによって実施可能
です（午前２時から午前５時を除く）。

（２）インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決
権行使サイトがご利用できない場合もあります。

（３）インターネットによる議決権行使は、2023年５月24日（水曜日）午後６時まで受け
付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がありましたら下記ヘ
ルプデスクへお問い合わせください。

２.インターネットによる議決権行使方法について
（１）議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/)において、議決権行使書用紙に記

載された「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内にし
たがって賛否をご入力ください。

（２）スマートフォンにより、議決権行使書用紙に記載された「ログイン用ＱＲコード」
を読み取ることで、議決権行使サイトに自動的に接続し、議決権行使を行うことが可
能です。（「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」の入力は不要です。）

　　※「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

（３）株主様以外の第三者による不正アクセスや議決権行使内容の改ざんを防止するた
め、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いす
ることになります。

３.議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
パソコン、スマートフォンによる議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するイ
ンターネット接続料、通信料等は、株主様のご負担となります。

【機関投資家の皆様へ】本総会につき、議決権行使の方法として、株式会社ICJの運営する「議決権電

子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただくことも可能です。

－ 50 －



2023/04/21 13:22:10 / 22944801_株式会社ミスターマックス・ホールディングス_招集通知_電子提供措置用

地図

株主総会会場ご案内図

会場：福岡県福岡市中央区渡辺通二丁目１番82号

電気ビル共創館４階　みらいホール

TEL:0120-222-084

　本総会の開催場所は、前年とは異なっておりますので、ご注意ください。

地上歩行者ネットワーク

地下歩行者ネットワーク

渡辺通り

電気ビル本館
電気ビル
新館

電気ビル
北館

電気ビル共創館
4階 みらいホール

渡辺通一丁目バス停 渡辺通二丁目バス停

電気ビル
みらいパーキング

地下鉄七隈線　渡辺通駅至　ホテルニューオータニ博多

【拡大図】

国体道路

住吉通り

共創館 ホテル
ニューオータニ
博多

｢電気ビル共創館｣
　4階 みらいホール

みらいパーキング

渡辺通1丁目

薬院

薬院

赤坂 天神 中洲川端

天神南

西鉄福岡（天神）

櫛田神社前

祇園

博
多
駅

渡
辺
通

城
南

線

北館

新館

本館

◎交通のご案内
■バ　ス：ＪＲ博多駅バス停Ａより乗車→渡辺通１丁目降車すぐ
　　　　　天神大丸前バス停４より乗車→渡辺通１丁目降車すぐ
■電　車：西鉄薬院駅より徒歩７分
■地下鉄：七隈線 渡辺通駅

駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くだ

さいますようお願いいたします。


